






 松  村  和  德
 棚  橋  洋  平
 内  藤  裕  貴
 谷  口  哲  也
168　　比較法学 50巻 1号
ドイツ倒産法制の改正動向（ 3）
 松  村  和  德
 棚  橋  洋  平
 内  藤  裕  貴













































（ 1）　BT─Drucks. 17/5712, S. 24; Göb, Das Gesetz zur weiteren Erleichterung der 
Sanierung von Unternehmen （ESUG）, NZG 2012, S. 372.




ことに由来している（Marotzke, Das insolvenzrechtliche Eröffnungsverfahren 
neuer Prägung （Teil 1）, DB 2012, S. 562 （Anm. 16））。
（ 4）　BT─Drucks. 12/2443, S. 131.
（ 5）　Schmid─Burgk, §67, RdNr. 2. in Kirchhof/Lwowski/Stürner （Hrsg.）, 
Münchener Kommentar zur Insolvenzordnung, Bd. 1, 2. Aufl., München, 2007; 
Andres, §67, RdNr. 2. in Andres/Leithaus, Insolvenzordnung Kommentar, 2. 
Aufl., München, 2011.














　② 申立委員会 （Antragsausschuss） （倒産法22a条 2項）







なければならず（倒産法21条 1項 1文），その措置のカタログが同条 2項に列挙
されている。その一つとして，仮の債権者委員会の設置が，新しく追加された




　仮の債権者委員会の設置に関する条文には，倒産法21条 2項 1文 1 a号のほ
倒産法21条の表題は「保全処分の命令」から「仮処分の命令」に変更されて
いる。
（ 7）　Merten, Die neue Insolvenzrechtsreform 2012 （ESUG）,2012, Weil im 
Schönbuch, S. 25, 30.





























（ 9）　Vgl. BT─Drucks. 17/5712, S. 24.
（10）　三つの基準は，商法典（Handelsgesetzbuch）267条 1項 1号ないし 3号に
依拠して設定されている（Vgl. BT─Drucks. 17/7511, S. 33）。
（11）　Göb, aaO. （Fn. 1）, S. 373.
（12）　Vgl. Obermüller, Der Gläubigerausschuss nach dem ESUG, ZinsO 2012, S. 20.



























Frankfurt, 2012, §22a, RdNr. 8.
（14）　Obermüller, aaO. （Fn. 12）, S. 20.
（15）　BT─Drucks. 17/5712, S. 25.




ている（Merten, aaO. （Fn. 2）, S. 30f; vgl. auch Obermüller, aaO. （Fn. 12）, S. 24）。





者（20） が，仮の債権者委員会の構成員となる（倒産法21条 2項 1 a号前段，同法67
条 2項）。また，手続開始により初めて債権者となる者（21） も仮の債権者委員会
の構成員に選任することができる（倒産法21条 2項 1 a号後段）。この範囲内で，
倒産裁判所は，専ら仮の債権者委員会の構成員の選任権限を有する（22）。なお，















に，この制限を解消した（BT─Drucks. 17/5712, S. 27）。
（21）　立法理由書においては，年金保険団体（Pensions─Versicherungs─
Verein），信用または担保保険者（Kredit─ bzw. Kutionsversicherer）が例と
して挙げられている（BT─Drucks. 17/5712, S. 24; BT─Drucks. 17/7511, S. 
33）。その他の文献においては，さらに連邦労働庁（Bundesagentur），預金
保証ファンド（Einlagensicherungsfonds）が含まれている（Merten, aaO. 
（Fn. 7）, S. 20; Obermüller, aaO. （Fn. 12）, S. 22f.）。
（22）　Neubert, Das neue Insolvenzeröffnungsverfahren nach dem ESUG, GmbHR 
2012, S. 442; vgl. auch Merten, aaO. （Fn. 7）, S. 21; Vallender, Gesetz zur 
weiteren Erleichterung der Sanierung von Unternehmen （ESUG）, MDR 2012, 
S. 62.



























（25）　Marotzke, aaO. （Fn. 2）, S. 563; Obermüller, aaO. （Fn. 12）, S. 19.
（26）　Merten, aaO. （Fn. 7）, S. 6.
（27）　Merten, aaO. （Fn. 7）, S. 6f.; Vallender, aaO. （Fn. 22）, S. 61 （なお，この論文
では第 3 文を第 2 文と表記する誤植がある）; Landfermann, Das neue 
Unternehmenssanierungsgesetz （ESUG） （Teil 1）, WM 2012, S. 824 （Anm. 
26）
（28）　Vallender, aaO. （Fn. 22）, S . 61 （der irrtümlich von Satz 2 spricht）; 
Landfermann, aaO. （Fn. 27）, S. 824 （Anm. 26）.



















項を明らかにする（besonders kenntlich machen）ものとされる（倒産法13条 1
項 4文）。
　 1）　最高額の債権（die höchsten Forderungen）
　 2）　最高額の被担保債権（die höchsten gesicherten Forderungen）
　 3）　税務行政官庁の債権（die Forderungen der Finanzverwaltung）
　 4） 　社会保険の保険者の債権（die Forderungen der Sozialversicherungsträger）
　 5）　企業内年金に基づく債権（die Forderungen der Alterversorgung）
　これらの記載事項もまた，仮の債権者委員会の設置に関する判断を倒産裁判
（30）　BT─Drucks. 17/5712, S. 23.
（31）　この規定（第 5文）が義務規定であるのか，それとも当為規定に過ぎない
のか，争いがある（Vgl. Landfermann, aaO. （Fn. 27）, S. 824 （Anm. 27））。通
説は，義務規定と解する（Göb, aaO. （Fn. 1）, S. 372; Merten, aaO. （Fn. 7）, S. 
9; Vallender, aaO. （Fn. 22）, S. 62 （なお，この論文では，第 5文を第 4文と表
記する誤植がある）; Landfermann, aaO. （Fn. 27）, S. 824 （Anm. 27））。この義
務の不履行がある場合，開始申立ては不適法になる（Vallender, aaO. （Fn. 
22）, S. 62）。
























（33）　Merten, aaO. （Fn. 7）, S. 7.
（34）　BT─Drucks. 17/5712, S. 23.
（35）　Vgl. BT─Drucks. 17/7511, S. 33.
（36）　倒産法158条及び160条は準用されていない。これらが仮の債権者委員会に
適用又は準用されるのか，この問題については立法時において考慮されてい
なかった（Marotzke, aaO. （Fn. 3）, S. 562）。
（37）　仮の債権者委員会の職務は，倒産手続の開始と同時に終了する（Merten, 
aaO. （Fn. 7）, S. 23; Obermüller, aaO. （Fn. 12）, S. 21）。その後，倒産裁判所
は，第一回債権者集会まで「暫定的に」債権者委員会を設置することができ
る（倒産法67条 1項）。この債権者委員会は，「中間的な（債権者）委員会

























（38）　BT─Drucks. 17/5712, S. 17.
（39）　BT─Drucks. 17/5712, S. 17f.
（40）　必要条件の例として，資質，弁護士事務所の規模，専門知識，経験等があ
る（Blümle, §56a, RdNr. 2 in Braun （Hrsg.）,Insolvenzordnung （InsO） 
Kommentar, 5. Aufl., München, 2012）。Vgl. auch Neubert, aaO. （Fn. 22）, S. 442.
（41）　倒産裁判所が，倒産管財人となる人物に関する仮の債権者委員会の一致し
た推薦と異なる判断をした理由は，開始決定書に記載されることになる（倒
産法27条 1項 5号）。本条項の第 5号は，ESUGによって追加された。これ
によって，債権者集会は，この理由付けを認識し，かつ分析した上で，その
後に行われ得る倒産管財人の選任をする（倒産法57条）ことが可能になる





























（42）　BT─Drucks. 17/5712, S. 39.
（43）　BT─Drucks. 17/5712, S. 39. ただし，仮の債権者委員会が設置されない場
合には，これまでと同じく，倒産裁判所の決定に関与する機会は，債権者に































（44）　BT─Drucks. 17/5712, S. 26.































（46）　BT─Drucks. 17/5712, S. 23.
（47）　BT─Drucks. 17/5712, S. 23f.


























































































































頁，Roy Goode, Principles of Corporate Insolvency Law （4th edn Sweet & 






























































































































































































　　　 1． 第 8条第 3項，第56条，第56a条及び第58条ないし第66条が準用さ
れる仮の倒産管財人の選任


























＊第 2項（第 1文第 1号）：第56a条の挿入 

























なくとも二つを満たしている場合，第21条第 2項第 1 a号により，仮の債
権者委員会を設置しなければならない。




















































































































































































































































































































































































































































【改正点】 ＊第 2項（第 2文）：「労働者が倒産債権者として相当な債権を有して参
加している場合」の削除
倒産法第68条【他の構成員の選任】
1） 債権者集会は，債権者委員会を設置すべきか否かを決議する。倒産裁判所が債権
者委員会をすでに設置していた場合には，債権者集会は，債権者委員会を存続さ
せるべきか否かを決議する。
2） 債権者集会は，倒産裁判所によって選任された債権者委員会の構成員を解任し，
別の構成員又は追加の構成員を選任することができる。
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倒産法第69条【債権者委員会の職務】
　債権者委員会の構成員は，倒産管財人を，管財業務の執行の際に支援し，かつ監督
しなければならない。債権者委員会の構成員は，その業務の経過に関して報告しなけ
らばならず，並びに帳簿及び業務用書類を閲覧し，かつ金銭取引及び現金残高を調査
させなければならない。
倒産法第70条【解任】
　倒産裁判所は，債権者委員会の構成員を，その職務上生じた重大な理由に基づき，
解任することができる。この解任は，職権により，又は債権者委員会の構成員若しく
は債権者集会の申立てに基づき，これを行うことができる。倒産裁判所の裁判の前
に，債権者委員会の当該構成員は，これを聴聞しなければならない。；この裁判に対
しては，債権者委員会の当該構成員は，即時抗告をすることができる。
倒産法第71条【債権者委員会の構成員の責任】
　債権者委員会の構成員は，過失により，本法によって債権者委員会の構成員に課さ
れる義務に違反した場合には，別除権者及び倒産債権者に対して，損害賠償の義務を
負う。第62条は，これを準用する。
倒産法第72条【債権者委員会の決議】
　債権者委員会の決議は，その構成員の多数が決議に参加し，かつこの決議が投票の
多数をもって行われた場合に，これを有効とする。
倒産法第73条【債権者委員会の構成員の報酬】
1） 債権者委員会の各構成員は，その活動に対する報酬及び適切な立替金の償還を求
める請求権を有する。この場合には，その活動に費やした時間及びその活動の範
囲は，これを考慮する。
2） 第63条第 2項，並びに第64条及び第65条は，これを準用する。
倒産法第74条【債権者集会の招集】
1） 債権者集会は，倒産裁判所がこれを招集する。この集会に参加する権限について
は，全ての別除権者，全ての倒産債権者，倒産管財人，債権者委員会の構成員及
び債務者が，これを有する。
2） 債権者集会の時間，場所及び日程は，これを公告しなければならない。この公告
は，債権者集会において審議が延期されるときは，これを行わないことができ
る。
208　　比較法学 50巻 1号
倒産法第75条【招集を求める申立て】
1） 債権者集会は，次の各号に掲げる者が申し立てた場合には，これを招集しなけれ
ばならない。
　　　 1．倒産管財人
　　　 2．債権者委員会
　　　 3． 少なくとも五人の別除権者又は非劣後的倒産債権者で，これらの別除権及
び債権が倒産裁判所の評価によれば合計して，全ての別除権の価額及び全
ての非劣後的倒産債権者の債権額の総額を合算した額の五分の一に達する者
　　　 4． 一人又は複数人の別除権者又は非劣後的債権者で，これらの別除権及び債
権が倒産裁判所の評価によれば第 3号に示した合算額の二分の一に達する者
2） 前項の申立ての受理から債権者集会の期日までの期間は，最長で三週間とするも
のとする。
3）この招集が拒まれた場合には，この申立人は，即時抗告をすることができる。
倒産法第76条【債権者集会の決議】
1）債権者集会は，倒産裁判所がこれを主宰する。
2） 債権者集会の決議は，賛成した債権者の債権額の総額が投票した債権者の債権額
の半額を超える場合に成立する。；債務者が人的に責任を負わない別除権者の場
合には，別除権の価値を債務額に代える。
倒産法第77条【議決権の確定】
1） 届け出られ，かつ倒産管財人及び議決権を有する債権者のいずれによっても異議
を申し立てられていない債権は，これに議決権を付与する。劣後的債権者は，議
決権を有しない。
2） その債権に異議を申し立てられた債権者は，議決権を有する。；ただし，債権者
集会において倒産管財人，及び出席し，議決権を有する債権者が，その議決権に
関して合意した場合に限る。合意に至らなかった場合には，倒産裁判所が，裁判
する。倒産裁判所の裁判は，倒産管財人又は債権者集会に出席している債権者の
申立てに基づき，これを変更することができる。
3）第 2項は，次の各号に掲げる者につき，これを準用する。
　　　 1．解除条件付債権の債権者
　　　 2．別除権者
倒産法第78条【債権者集会の決議の取消し】
1） 債権者集会の決議が倒産債権者の共同の利益に反する場合には，別除権者，非劣
後的倒産債権者，又は倒産管財人が，債権者集会において，この決議の取消しを
申し立てたときに，倒産裁判所は，この決議を取り消さなければならない。
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2） 前項の決議取消しは，これを公告しなければならない。この取消しに対しては，
各々の別除権者及び非劣後的倒産債権者は，即時抗告をすることができる。取消
しを求める申立ての拒否に対しては，当該申立人は，即時抗告をすることができ
る。
倒産法第79条【債権者集会への報告】
　債権者集会は，倒産管財人に対して事実状況及び業務遂行に関する個々の情報提供
及び報告を求める権限を有する。債権者委員会が設置されていない場合には，債権者
集会は，倒産管財人の金銭取引及び現金残高を調査することができる。
